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議案第４６号参考資料（その１）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

１ 農業集落排水処理施設及び事業計画については、現行のとおり新市に引 ４ 水田農業経営確立対策事業については、新市において調整する。
き継ぎ 受益者分担金については 現行のとおりとし 使用料については ５ 農業近代化資金等利子補給及び認定農業者育成資金利子補給は渋川市の、 、 、 、
渋川市の例に用途区分「臨時用1 につき203円」を加える。 例による。â
また、水洗便所改造資金貸付制度等については、渋川市の例による。 ６ 農業基盤整備事業、園芸振興対策事業、畜産振興事業、及び林業振興事

調 整 方 針 ２ 農業振興地域整備計画、農業経営基盤強化促進基本構想、地域農業マス 業については、現行のとおり継続し、新市において調整する。
タープラン及び森林整備計画については、新市において新たに策定する。
３ 農業振興対策及び担い手対策については、合併時に調整する。
また、遊休農地対策については、新市において調整し、市民農園事業に
ついては、現行のとおりとする。

現 況 調整理由・課題

１ 下水道（農業集落排水事業）
１【調整理由】
・ 農業集落排水事業について細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
は、良好な住環境の維持と自

(1)事業地区概 ○建設完了地区 該当なし 該当なし ○建設完了地区 ○建設完了地区 ○建設完了地区 然環境の保全の面から現行の
要 事業地区名 事業地区名 事業地区名 事業地区名 とおり新市に引継ぐものとす
H15.4.1現在 ・祖母島処理区 ・子持地区 ・樽地区 ・真壁地区 る。【 】

・上中郷地区 ・津久田地区 ・小室第１地区 受益者負担金については、
計画処理対象人口 ・下中郷地区 ・勝保沢地区 ・上箱田地区 受益者との既契約事項である

650人 ・北牧地区 ・棚下地区 ・下小室地区 ことから現行のとおりとし、
計画処理能力 ・浅田地区 ・溝呂木地区 使用料については、相違はあ

1,755 ／日 計画処理対象人口 るものの格差は少ないので、â
計画処理区域面積 計画処理対象人口 計画処理対象人口 7,420人 住民への影響に配慮し、平成

50 ha 11,390人 8,810人 計画処理能力 １６年度に料金改正をした渋
処理区域世帯 計画処理能力 計画処理能力 2,449 ／日 川市の例によるものとし、そâ

157世帯 3,075.3 ／日 2,379 ／日 計画処理区域面積 の用途区分に「臨時用」を加â â
処理区域人口 計画処理区域面積 209ha えることとする。

575人 345.7 ha ○建設計画地区 処理区域世帯 なお、水洗便所改造資金貸
水洗便所設置済世帯数 処理区域世帯 事業地区名 1,712世帯 付制度等については、制度的

134世帯 2,296世帯 ・横野中央地区 処理区域人口 に有利な渋川市の無利子の貸
。水洗便所設置済人口 処理区域人口 2,560人 6,396人 付制度に統一するものとする

437人 7,917人 認可済（施工中） 水洗便所設置済世帯数
水洗化率 85％ ・深山・長井小川田地区 1,309世帯 【課題】

1,600人 水洗便所設置済人口 ・ 合併後の事業計画地区は赤
・持柏木地区 560人 4,879人 城村の１村であるが、住民要
・宮田地区 620人 水洗化率 76.3％ 望等を考慮し、処理区域の統
・狩野々地区 400人 合や合併浄化槽等との比較検

討をし、効率的に事業推進に
(2)分担金 ○渋川市農業集落排水事業 該当なし 該当なし ○子持村営農業集落排水処 ○赤城村農業集落排水処理 ○北橘村営農業集落排水処 取り組む必要がある。

受益者分担金徴収に関す 理施設整備事業分担金徴 施設の設置及び管理に関 理施設整備事業分担金徴 ・ 建設計画も含め農業集落排
る条例 収条例 する条例 収条例 水施設が20施設になり、これ

○赤城村農業集落排水処理 ら施設の維持管理体制及び運
・処理区 １戸当たりの分 ・処理区 １戸当たりの分 施設の設置及び管理に関 ・地区名 新規加入分担の 転経費、また、各施設で発生
担金 担金［賦課年度］ する条例施行規則 額 公共ます１口につき する汚泥の処分等の検討が必（ ）

要である。
祖母島の一部 290,000円 吹屋・白井地区 ・地区名 新規加入分担の 真壁地区 160,000円

186,209円 H.2 額 公共ます１口につき 小室第１地区 173,000円［ ］ （ ）
上中郷地区 上箱田地区 180,000円

281,590円 H.4 樽地区 409,500円 下小室地区 180,000円［ ］
下中郷地区 津久田地区 273,000円

281,590円 H.4 勝保沢地区 367,500円 ○北橘村農業集落排水処理［ ］
浅田地区 棚下地区 409,500円 施設の設置及び管理に関

340,741円 H.8 溝呂木地区 する条例［ ］
北牧地区 施工中につき未定 ・工事完了後における新規（ ）

298,443円 H.8 加入分担金［ ］
公共ます１口につき

270,000円
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議案第４６号参考資料（その２）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

(3)使用料 ○渋川市農業集落排水施設 該当なし 該当なし ○子持村農業集落排水施設 ○赤城村農業集落排水施設 ○北橘村農業集落排水施設
H16.4.1現在 の設置及び管理に関する の設置及び管理に関する の設置及び管理に関する の設置及び管理に関する【 】

条例 条例 条例 条例

基本使用料 1ヶ月につき 基本使用料（月当たり） ＜一般用＞ ＜一般用＞（ ）
8 まで 660円 10 まで 900円 従 基本料金（2ヶ月） 基本料金（2ヶ月）â â
超過使用料（1 につき） 量料金（1 につき） 2,100円 2,100円â â
8 を超え40 まで 11 以上40 以下 従量料金（1 につき） 従量料金（1 につき）â â â â â â

105円 100円 1 ～60 63円 1 ～60 63円â â â â
40 を超え100 まで 40 以上100 以下 61 ～200 78円 61 ～200 78円â â â â â â â â

118円 110円 201 ～ 94円 201 ～ 94円â â
101 以上 131円 100 以上 120円â â

＜共用給水装置＞ ＜共用給水装置＞
基本料金（2ヶ月） 基本料金（2ヶ月）

1,575円 1,575円
従量料金 従量料金
1 につき 63円 1 につき 63円â â

＜臨時用＞ ＜臨時用＞
従量料金 従量料金
1 につき 157円 1 につき 157円â â

â â â â・一般家庭で１ヶ月30 ・一般家庭で１ヶ月30 ・一般家庭で１ヶ月30 ・一般家庭で１ヶ月30
使用した場合の使用料 使用した場合の使用料 使用した場合の使用料 使用した場合の使用料

2,970円／月 2,900円／月 2,940円／月 2,940円／月

(4)水洗便所 ○水洗便所改造資金貸付条 該当なし 該当なし 該当なし ○赤城村宅内排水設備融資 該当なし
改造資金貸付 例 利子補給金要綱
制度等 （貸付額） （利子補給金の限度）

第5条 資金の貸付額は、 第3条 融資を受けた融資
当該工事1件につき 額の100万円を限度
480,000円の範囲以内と 供用開始から3年以内に
する。 接続 3％

4年から6年以内に接続
2 ％

(利子補給金の期間)
第4条 融資を受けた日か
ら3年間とする。
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議案第４６号参考資料（その３）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

２【調整理由】２ 農業振興計画等
・ 農振整備計画は、優良農用
地の確保、保全と地域におけ細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
る農業振興を推進するため農

(1)農業振興 ・地域指定年月日 ・地域指定年月日 ・地域指定年月日 ・地域指定年月日 ・地域指定年月日 ・地域指定年月日 振法第８条の規定により新市
地域整備計画 昭和46年10月8日 昭和46年10月8日 昭和46年11月8日 昭和48年7月26日 昭和45年9月25日 昭和46年10月8日 において新たに策定する。

・計画認定年月日 ・計画認定年月日 ・計画認定年月日 ・計画認定年月日 ・計画認定年月日 ・計画認定年月日 基本構想及びマスタープラ
昭和49年6月13日 昭和49年4月8日 昭和47年9月22日 昭和49年5月27日 昭和46年12月27日 昭和47年9月22日 ンについては、農業経営基盤

・農業振興地域内農地 ・農業振興地域内農地 ・農業振興地域内農地 ・農業振興地域内農地 ・農業振興地域内農地 ・農業振興地域内農地 強化促進法に基づき、認定農
794.35ha 1,054.72ha 1,563ha 1,058.60ha 6,551ha 988.40ha 業者の育成に関する基本方針

・農用地区域 690.95ha ・農用地区域 104.87ha ・農用地区域 194ha ・農用地区域 788.68ha ・農用地区域 1,534ha ・農用地区域 860.42ha 及び育成目標、女性農業者の
育成・参画、担い手への農用

(2)農業経営基 ・策定年月日 なし ・策定年月日 ・策定年月日 ・策定年月日 ・策定年月日 地の利用集積、年間活動計画
盤の強化促進 平成7年2月28日 平成7年1月24日 平成7年1月24日 平成7年1月24日 平成7年1月24日 及び事業導入計画等を策定す
に関する基本 ・変更年月日 ・変更年月日 ・変更年月日 ・変更年月日 ・変更年月日 るものとし、森林整備計画に
構想 平成12年12月25日 平成12年5月19日 平成12年3月 平成12年5月19日 平成12年4月3日 ついては、地域の実情に即し

・営農類型 12経営体 ・営農類型 7 経営体 ・営農類型 15経営体 ・営農類型 13経営体 ・営農類型 11 経営体 た森林整備を推進するため具
・ 30% ・ 10% ・ 60% ・ 44% ・ 45% 体的な森林施業等を明らかに農用地利用面積の目標 農用地利用面積の目標 農用地利用面積の目標 農用地利用面積の目標 農用地利用面積の目標
・目標年間所得（１経営体 ・目標年間所得（１経営体 ・目標年間所得（１経営体 ・目標年間所得（１経営体 ・目標年間所得（１経営体 するため森林法第１０条の５
あたり） 900万円 あたり） 730万円 あたり） 740万円 あたり） 750万円 あたり） 700万円 の規定により市町村森林整備
・目標年間労働時間（主た ・目標年間労働時間（主た ・目標年間労働時間（主た ・目標年間労働時間（主た ・目標年間労働時間（主た 計画をたてることとされてい
る農業従事者１人あた る農業従事者１人あた る農業従事者１人あた る農業従事者１人あた る農業従事者１人あた る。
り） 2,000時間 り） 2,000 時間 り） 2,000時間 り）1,800～2,000時間 り） 2,000時間

【課題】
(3)地域農業 ・策定年月 なし ・策定年月 ・策定年月 ・策定年月 ・策定年月 ・ 都市計画マスタープランや
ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 平成12年4月 平成12年4月 平成12年6月 平成12年5月 平成12年4月 各地域における農業特性、土

・変更年月 ・変更年月 ・変更年月 ・変更年月日 ・変更年月 地利用の動向、地域の人口及
平成16年4月 平成16年4月 平成16年4月 平成16年4月 平成16年4月 び産業の将来の見通し等考慮

し、県の農振地域指定との整
。３ 農業振興対策 合性を図らなければならない

・ 基本構想及びマスタープラ
ンについては、各市町村の地細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
域特性があるが新市における

(1)農地流動化 ○農地流動化地域総合推進 なし ○農地流動化地域総合推進 なし ○農地流動化地域総合推進 ○農地流動化地域総合推進 目標を設定しなければならな
地域総合推進 事業（農地銀行活動） 事業 事業（農地銀行活動） 事業 い。
事業（農地銀 ・貸し手、借り手の情報収 ・貸し手、借り手の情報収 ・貸し手、借り手の情報収 ・貸し手、借り手の情報収
行活動） 集、掘り起こし活動の推 集、掘り起こし活動の推 集、掘り起こし活動の推 集、掘り起こし活動の推

進 進 進 進 ３【調整理由】
、事業費60,000円 事業費100,000円 ・ 農業振興対策等については

補助金30,000円(1/2補助) 補助金 50,000円(1/2補助) 基本構想を達成するため農業
委員を核に認定農業者、担い
手への農用地の利用集積や作

(2)認定農業者 ○渋川市認定農業者農用地 なし ○小野上村認定農業者農用 ○子持村認定農業者農用地 ○赤城村認定農業者農用地 ○北橘村認定農業者農用地 業委託を促進し利用権設定を
農用地利用集 利用集積促進奨励金交付 地利用集積促進奨励金交 利用集積促進奨励金交付 利用集積促進奨励金交付 利用集積促進奨励金交付 推進するため積極的に活用す
積促進奨励金 事業 付事業 事業 事業 事業 べきであるが、各市町村にお
交付事業 ・内容 ・内容 ・内容 ・内容 ・内容 いて奨励金の交付基準に差異

認定農業者の育成・確保 認定農業者の育成・確保 貸し手 県1/2 村1/2 認定農業者の育成・確保 認定農業者の育成・確保 があり、また、単独の補助制
及び農用地の利用集積を 及び農用地の利用集積を 新規 再設定 期間 及び農用地の利用集積を 及び農用地の利用集積を 度を取り入れている村もある
推進し、農業の振興を図 推進し、農業の振興を図 3～5 5,000 3,000 3,000 推進し、農業の振興を図 推進し、農業の振興を図 ため調整が必要であり、農業
る。 る。 6～9 15,000 6,000 6,000 る。 る。 経営改善支援センターについ
借り手 県1/2 市1/2 奨励金の上限 10～ 20,000 12,000 8,000 借り手 県1/2村1/2 借り手 県1/2村1/2 ては、農業経営の改善を計画(10a当たり)
貸し手市2/2 借り手 県1/2 村1/2 （10a当たり円） 通年（新規）期間 通年（新規）期間 的に進めようとする意欲ある
通年（新規）期間 通年（新規）期間 一定要件を満たした者に貸 6～9 12,000 4,000 6～9 12,000 4,000 農業者に対し、相談、支援活

6～9 12,000 4,000 6～9 12,000 4,000 し出した農地所有者（貸し 10～ 16,000 6,000 10～ 16,000 6,000 動を実施する窓口として設置
10～ 16,000 6,000 10～ 16,000 6,000 手）に交付 通年（再設定） 通年（再設定） する必要がある。
通年（再設定） 通年（再設定） ＊新規・再設定は通年借地 6～9 6,000 6～9 6,000 なお、旧市町村の組織は支

6～9 6,000 6～9 6,000 村単独 10～ 10,000 10～ 10,000 部組織として継続させる方向
10～ 10,000 10～ 10,000 ・要件 経営耕地面積 10a当たり円 10a当たり円 で調整する。（ ） （ ）

（10a当たり円） （10a当たり円） 2.07ha以上 連担化加算あり 連担化加算あり （次ページへ続く）
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議案第４６号参考資料（その４）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

・ 認定農業者協議会支援は、細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
先進的技術の導入等を含む生

・交付対象者 認定農業者 連担化加算あり ・交付対象者 認定農業者 ・交付対象者 認定農業者 産方式や経営管理の合理化等
・要件 経営耕地面積 ・交付対象者 認定農業者 ・要件 経営耕地面積 ・要件 経営耕地面積 の経営改善方策や研修会等の

― ha以上 ・要件 経営耕地面積 2.4ha以上 1.6ha以上 開催を支援するため、新市一
。0.81ha以上 体で取り組めるよう調整する

・ 遊休農地対策については、
、農業従事者の減少及び高齢化

兼業農家の増加、農産物価格
の低迷等で遊休農用地及び耕
作放棄地が増大しているため

(3)農業経営改 ○農業経営改善支援ｾﾝﾀｰ なし ○農業経営改善支援ｾﾝﾀｰ ○農業経営改善支援ｾﾝﾀｰ ○農業経営改善支援ｾﾝﾀｰ ○農業経営改善支援ｾﾝﾀｰ 防止対策が求められており、
善支援センタ ・認定農業者制度の啓発、 ・認定農業者制度の啓発、 ・認定農業者制度の啓発、 ・認定農業者制度の啓発、 ・認定農業者制度の啓発、 市民農園事業については、市
ー活動 認定までの指導等 認定までの指導等 認定までの指導等 認定志向農業者に対する説 認定までの指導等 民のリクリエーション等健康

明会の開催等認定農業者の 的でゆとりある生活を確保す
認定までの指導等 るとともに遊休農地解消対策

にもなるため新市においても
現行のとおりとする。４ 担い手対策

【課題】細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
・ 新市の農業委員の人数によ

(1) 認定農業者 ○認定農業者協議会支援事 なし なし ○認定農業者協議会支援事 なし ○認定農業者協議会支援事 っては、農地流動化推進員が
協議会支援事 業 業 業 必要になる。
業 ・内容 ・内容 ・内容 ・ 農業経営改善支援センター
H16.4.1現在 認定農業者協議会運営費 認定農業者協議会運営費 認定農業者協議会運営費 を本庁、各支所及びＪＡ等全【 】

補助 補助 補助 地区に設置することが望まし
定額補助 定額補助 定額補助 い。

・支出先 協議会 ・認定農業者数 ― 人 ・認定農業者数 1 人 ・支出先 協議会 ・認定農業者数 70人 ・支出先 協議会 ・ 認定農業者協議会が設置さ
、 、・認定農業者数 30人 ・認定農業者数 62人 ・認定農業者数 35人 れていない町村もあり また

統合した場合に支部組織を設
けるか検討が必要である。５ 遊休農地対策
・ 遊休農地の解消については
農地流動化事業、利用集積事細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
業等の活用及び農業委員会と

(1)遊休農地 【市単独】 なし ○ガンバル農地再生特別対 【村単独】 ○ガンバル農地再生特別対 ○ガンバル農地再生特別対 も連携し、対策を講じる必要
対策 ○遊休桑園畑地化助成事業 策事業 ○子持村農地流動化助成金 策事業 策事業 がある。

内容：桑園の抜根・土改 ・内容：施設整備 ・内容：借り手に支給 補助率：県1/3 村1/6 ・内容：施設整備
剤補助 補助率：県1/3 村1/4 農業者 認定農業者 内容：施設整備 県1/3 村1/4

補助率：25,000円/10a 交付先：生産組織 3～5 3,000 5,000 （パイプハウス等） 交付先：生産組織
支出先：農協 6～ 6,000 10,000 支出先：営農集団・農協

貸借期間終了後助成

(2)市民農園 ○市民農園事業 該当なし 該当なし 該当なし ○ふれあい農園事業 ○ふれあい農園事業
事業 内容 内容 内容

遊休農地の活用と農業 遊休農地の活用と農業 遊休農地の活用と農業
への理解 への理解 への理解
面 積 9,910㎡ 面 積 7,092㎡ 面 積 4,326㎡
区画数 188区画 区画数 90区画 区画数 55区画
１区画 30㎡ １区画 50㎡ １区画 50㎡
使用料 2,500円 受講料 2,000円 受講料 3,000円
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議案第４６号参考資料（その５）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

６ 水田農業経営確立対策事業

４【調整理由】細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
・ 水田農業経営確立対策事業

(1)景観形成 ○群馬の水田農業推進事業 ○群馬の水田農業推進事業 なし なし ○群馬の水田農業推進事業 なし については、H16年度から水田
作物推進 「景観形成作物推進」 「景観形成作物推進」 「景観形成作物推進」 農業構造改革対策事業に制度

・内容：作付 12000円/10a ・内容：種子、肥料の配布 ・内容：作付 12000円/10a が変更され生産調整方式、計
支出先：農協 希望農家へ 支出先：農協 6000円 画策定及び助成制度等、新市

。において調整することとする
(2)飼料用稲 ○群馬の水田農業推進事業 なし なし なし なし なし
作付推進 「飼料用稲作付拡大」 【課題】

内容：作付40000円/10a ・ 地域水田農業ビジョンの策
支出先：営農集団・酪農 定、水田農業推進協議会の統
家 一、米生産目標数量の配分方

法及び協議会構成員等につい
(3)とも補償 ○群馬の水田農業推進事業 ○群馬の水田農業推進事業 ○群馬の水田農業推進事業 ○群馬の水田農業推進事業 ○群馬の水田農業推進事業 ○群馬の水田農業推進事業 て検討が必要である。
推進事業 「とも補償推進活動」 「とも補償推進活動」 「とも補償推進活動」 「とも補償推進活動」 「とも補償推進活動」 「とも補償推進活動」 ・ 市町村単独の水田農業確立

・内容：県農家拠出の1/5 ・内容：県農家拠出の1/5 ・内容：県 800円 ・内容：県農家拠出の1/5 ・内容：県農家拠出の1/5 ・内容：県800円村残額の 対策事業についても、新制度
市農家拠出の1/4 町農家拠出の3/5 村 1,100円 村農家拠出の1/4 村県助成残額2/3 2/3/10a のもとで目標達成が可能にな

・支出先：農協（個人） ・支出先：農協（個人） ・支出先：農協（個人） ・支出先：農協（個人） ・支出先：農協（個人） ・支出先：農協（個人） るよう検討しなければならな
い。

(4)水田農業 【市単独補助】 なし なし なし 【村単独補助】 【村単独補助】
確立対策 ○水田農業確立対策集落推 ○水田農業確立対策集落奨 ○転作目標達成組合報償費
(市町村単独) 進事業 励金交付事業 ・補助率：定額500,000円

・補助率：支部推進 ・補助率：村単、戸当たり 農事支部(29支部)
均等割5000円＋ 200円。 ・一律10,000円と達成地区
転作面積割500円/10a ・その他農事支部の減反目 については、面積割り按

・団地化推進 標面積が達成された支部 分補助
団地転作5000円/10a は、戸当たり600円加算 ・生産調整目標達成者１㎡
支出先：農協(支部・個 及び一律20,000円平等割 当たり１０円、集団転作
人） 支給 実施者には加算１㎡当た

・支出先：農事支部 り１０円

７ 農業近代化資金等利子補給

５【調整理由】細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
・ 農業近代化資金助成法に基

(1) 農業近代化 ○農業近代化資金等利子補 なし ○農業近代化資金等利子補 ○農業近代化資金等利子補 ○農業近代化資金等利子補 ○農業近代化資金等利子補 づき実施されている利子補給
資金等利子補 給事業 給事業 給事業 給事業 給事業 制度であり、利子補給率に差
給事業 ・ 内容 ・内容 ・内容 ・内容 ・内容 異があるため2.0%と有利であ

利子補給率2%以内 利子補給率2%以内 利子補給率2%以内 利子補給率1.5%以内 利子補給率1.5%以内 る渋川市外２村の利子補給制
・支出先 農協 貸付機関 ・支出先 農協 貸付機関 ・支出先 農協 貸付機関 ・支出先 農協 貸付機関 ・支出先 度に統一し、スーパーＬ資金（ ） （ ） （ ） （ ）

農協他(貸付機関） 利子補給については、認定農
業者が認定計画に従い農業経

(2) 認定農業者 ○認定農業者育成資金利子 なし なし ○認定農業者育成資金利子 ○認定農業者育成資金利子 ○認定農業者育成資金利子 営の改善が円滑に行われるよ
育成資金利子 補給（スーパーＬ資金） 補給（スーパーＬ資金） 補給（スーパーＬ資金） 補給（スーパーＬ資金） う必要な資金の利子補給制度
補給 市0.4% 村：0.4% 県0.63％ 村0.20％ 県0.63％ 村0.20％ で、農業経営基盤強化促進法

に基づき実施しているが、利
子補給率に差異があるため0.4
%と有利である渋川市及び子持

。村の利子補給制度に統一する
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議案第４６号参考資料（その６）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

８ 農業基盤整備事業

６【調整理由】細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村
・ 農業基盤整備事業等につい

(1)農地費関係 なし なし なし なし ○赤城西麓土地改良事業 ○赤城西麓土地改良事業 ては、農地費関係負担金は土
事業負担金 ・受益面積 800ha ・受益面積 94ha 地改良事業完了地区及び事業

継続地区の負担金等であり、
○群馬用水土地改良事業 なし なし ○群馬用水土地改良事業 ○群馬用水土地改良事業 ○群馬用水土地改良事業 土地改良事業等の継続事業に
・受益面積 294ha ・受益面積 540ha ・受益面積 132.1ha ・受益面積 449ha おいても、補助率及び受益者

分担金はすでに決定している
なし なし なし なし なし ○県営富士見・北橘土地改 ため現行のとおりとし、新規

良事業 事業については事業採択時に
・受益面積 64ha 新市において調整する。

また、園芸振興対策事業に
なし なし なし なし ○県営持柏木地区担い手育 なし ついては、基本構想における

成型畑地帯総合整備事業 各種営農類型においても園芸
・受益面積 88.6ha 作物を組み込んだ複合経営に

なっており、地域農業マスタ
なし なし なし なし ○県営横野地区農村活性化 なし ープランに即した渋川地区の

住環境整備事業 地域特性を活かした振興対策
・受益面積 186ha が必要であり、畜産振興事業

については、環境保全機能の
(2)団体営土地 ○団体営基盤整備促進事業 なし なし なし なし なし 維持向上をめざした生産基盤
改良事業 ・五輪平地区 及び防疫体制の強化を図る必

内容：ほ場整備 要があり、林業振興事業につ
事業主体：土地改良区 いては、林業経営の安定化を
補助率：国 50% 図り、木材生産、椎茸や山菜

県 25% 等林産物の生産基盤の整備、
市 18.5% 人工林の間伐、有害鳥獣駆除

幹線農道：市 25% 及び森林病害虫防除対策や林
・行幸田北部地区 道網整備等の推進が必要であ
内容：ほ場整備 るが、各市町村の事業に対す
事業主体：土地改良区 る施策が異なるため、調整が
補助率：国 50% 必要となる。

県 25%
市 18.5% 【課題】

幹線道路：市 25% ・ 各市町村ごとに複数の生産
対策事業があるが、品質の向

(3)小規模土地 ○小規模土地改良事業 ○小規模土地改良事業 ○小規模土地改良事業 ○小規模土地改良事業 ○小規模土地改良事業 ○小規模土地改良事業 上を図り、生産物の特産化及
改良事業 ・内容：農道整備・かんが ・内容：農道整備・かんが ・内容：農道･ほ場整備､用 ・内容：農道・かんがい排 ・内容：農道工事費 ・内容：農道整備・かんが びブランド化を推進していく

い排水工事 い排水工事 水路 水工事費等補助 ・事業主体：村 い排水工事 必要がある。
・事業主体：市 ・事業主体：町 ・事業主体：村30～70％ ・事業主体：村 ・補助率：県45% ・事業主体：村 ・ 糞尿処理、家畜環境保全及
・補助率：県45% ・補助率：県45% ・14年度 かんがい排水 ・補助率：県45% ・内容：畑かん施設導入事 ・補助率：県40～45% び防疫体制を充実させ生産体

17,000,000円 業費補助金 制を強化する必要がある。ま
・補助率：県45％ ・交付先：農協 た、行政だけでなく、ＪＡと(132,000円)

・補助率：県40% 村10% の連携も重要である。
・ 有害鳥獣駆除対策について

(4)農道整備事 ○県営ふるさと農道緊急整 なし ○県営ふるさと農道緊急整 ○県営ふるさと農道緊急整 ○県営ふるさと農道緊急整 ○県営ふるさと農道緊急整 は市町村主体と猟友会主体な
業 備事業 備事業(県営東･小野上線) 備事業 備事業 備事業 どがあり、また、被害がカラ

・内容：農道整備 ・内容：農道整備 ・内容：農道整備 ・内容：農道整備 ・内容：農道整備 ス、猪、鹿等様々であるため
・負担割合：県70% 県70% 村30% ・負担割合：村30% ・負担割合：県70% ・負担割合：県70% 対応の検討が必要である。

村30% ・交付先：県 ・交付先：県 村30% 村30% ・ 松くい虫防除対策における
・交付先：県 ○農村総合整備事業 ○ ・交付先：県 ・交付先：県 樹種転換事業においては、面県営三角農免農道整備事業

・農道整備 57,900,000円 ・内容：農道整備 19,650,000円 積が広大になり対応しきれな
・補助率：国50％県20％ ・補助率：国50% いため、地域指定等の検討が

・県2/6 村1/6＋事務費50% 必要である。

認定路線 ― 路線 認定路線 1 路線 認定路線 ― 路線 認定路線 ― 路線 認定路線 6 路線 認定路線 ― 路線
延長 ― ｍ 延長 233 ｍ 延長 ― ｍ 延長 ― ｍ 延長 1,867 ｍ 延長 ― ｍ



- 7 -

議案第４６号参考資料（その７）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

９ 園芸振興対策事業

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

(1)野菜生産 ○ ぐんまの野菜２００１ なし ○ 色あざやかな群馬の花 ○蚕糸園芸振興事業 ○ ぐんまの野菜２００１ ○ガンバル農地再生特別対「 」 「 」 「 」
対策事業 生産対策事業 ステップアッフﾟ事業 ・内容：生産施設及び集出 生産対策事業 策事業

・内容：機械施設整備 ・内容：機械整備 荷機械整備等 ・内容：機械施設整備等 ・内容
・補助率：県 1/3 市1/10 ・補助率：県1/3 村1/10 ・補助率：県1/3 村なし ・補助率：県補助 1/3 ・補助率：県1/3 村1/4
・支出先：営農集団 ・支払先：生産者組合 ・支出先：営農集団 村は 県費補助金の1/2 ・支出先：生産組織

「 」 「 」 「 」(2)果樹等生産 ○おいしい ぐんまの果樹 なし ○ガンバル農地再生特別対 ○新規作物導入推進事業 ○おいしい ぐんまの果樹 ○おいしい ぐんまの果樹
対策事業 産地基盤強化事業 策事業 ・内容：茶苗、果樹苗購入 産地基盤強化事業 産地基盤強化事業

・内容：施設整備 予冷庫 ・内容：苗木購入・施設 補助 ・内容：施設整備 ・内容：施設整備（ ）
・補助率：県1/3市1/10 ・支出先：生産者組合 ・補助率：1/3 （防鳥ネット等） （果樹棚他）
・支出先：営農集団 ・交付先：子持村茶生産組 ・補助率：県1/3 ・補助率：県 1/3 村1/4

合、子持村フル 村は県の1/2 ・支出先：営農集団
ーツ生産組合 ・支出先：営農集団 生産組織

「 」(3)花卉生産 なし なし なし 【村単独事業】 ○花壇苗導入助成事業 ○ 色あざやかな群馬の花
対策事業 ○ ・内容：景観対策として、 ブランド化推進対策事業蔬菜園芸優良種苗導入事業

・内容：花卉優良種苗導入 花苗の導入事業 ・内容：施設整備事業
事業 ・補助金：県1/7 村6/7 ・補助率：県 1/3 村1/4

・補助金：定額 ・支払先：花卉園芸組合他

(4)その他対策 なし なし なし 【村単独事業】 ○園芸特産物ブランド産地 【村単独事業】
事業 ○ 強化対策事業 ○畑作振興対策事業蔬菜園芸優良種苗導入事業

・内容：園芸優良種苗導入 ・内容：推進事業 ブロッコリー等4品目対象
事業（いちご） ・補助率：県1/2 村なし ・補助率：定額

・補助金：定額 ・支出先：農協 ・支出先：生産者協議会

なし なし なし ○茶生産振興事業 ○群馬のおもしろ特産物生 なし
・内容：茶苗購入補助 産対策事業
・補助率：2/3 ・内容：機械施設整備

（県1/3,村1/3） ・補助率：県1/3
・交付先：子持村茶生産組 村 県の1/2

合 ・支出先：営農集団

なし なし なし なし ○軟化そ菜振興事業 なし
・内容：優良品種導入補助

定額補助
・支出先：農協
・補助率：村単1/3以内

１０ 畜産振興事業

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

(1)家畜衛生 なし なし ○家畜伝染病予防事業 ○家畜伝染病予防事業 ○赤城家畜診療所運営事業 ○家畜防疫補助【村単独】
事業 ・内容：ｱｶﾊﾞﾈ病・ﾌﾞﾙｾﾗ 【村単独 （定額） ・内容：診療所運営費補助 村1/3】

結核・ﾖｰﾈ病 ・支出先：運営協議会 定額補助 ・支出先：畜産家
・支払先：自衛防疫協議会 ・補助率：ＪＡ養豚部子持 ・支出先：運営協議会 ○家畜防疫互助基金造成等

支部 ・補助率：村、農業共済連 支援事業【村単独】
ＪＡ定額補助 ・農家拠出金 村1/2

○オーエスキー病防疫事業 ・支出先：養豚組合
・内容：予防注射補助 ○牛海綿状脳症関連緊急対

定額補助 策資金利子補給【村単独】
・支出先：自衛防疫協議会 ・融資見込額×0.012
・補助率：村単、24円/頭 ・支出先：畜産農家
○牛海綿状脳症関連緊急対

【 】策資金利子補給金 村単独
・融資見込額×0.012
・支出先：畜産農家
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議案第４６号参考資料（その８）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

(2)酪農ヘルパ 【市単独】 なし なし ○畜産ヘルパ－活用促進事 なし なし
ー事業 ○酪農ヘルパ－制度利用促 業

進事業 ・内容：実績支払い
・内容：ヘルパ－利用補助 ・支出先：酪農部（個人）
・補助率：1/3
・支出先：酪農振興協議会

（個人）

(3)家畜導入 【市単独】 なし なし なし ○優良乳牛導入事業 ○優良肉用牛肥育素牛導入
事業 ○優良家畜導入事業 【村単独】 事業

・内容：肉牛・乳牛 ・内容：優良乳牛導入補助 ・補助率：県10％村10％
豚の導入費補助 ・補助率：1/3 ・支出先：肥育農家
1/4（上限あり） ・支出先：農協（組合）

・支出先：農協（個人） ○ぐんまの養豚生産体制確
【市単独】 立整備事業
○ＢＳＥ対策経営支援事業 ・内容：優良種豚導入
（優良牛導入対策） ・補助率：県定額(導入価
・内容：肉牛・乳牛・豚の 格の1/6以内)
導入費補助 1/4 村県費補助金同額
（上限あり） ・支出先：農協

・支出先：農協（個人）

(4)畜産環境保 【市単独】 なし なし なし ○生産振興総合対策事業 ○家畜尿処理施設整備事業
全対策事業 ○家畜ふん尿処理施設整備 ・内容：家畜尿処理施設 ・内容：国1/2県1/6

事業 ・内容：国1/2県1/6 村1/10
・内容：ﾘｰｽ事業ﾘｰｽ料 村1/10 ・支出先 環境保全組合
一部補助 ３年間 ・支出先：環境保全組合 ○畜産有機質資源確立対策（ ）
市30% （２組合） 事業

・支出先：農協（個人） ・内容：家畜糞尿処理施設
【市単独】 設置費補助
○畜産環境対策事業 県1/3村1/4
・内容：脱臭剤等薬剤購入 ・支出先：利用組合

費補助 1/3
・支出先：農協（個人）
【市単独】
○畜産振興関係事業
・内容：殺虫剤の現物支給

(5)畜産振興 なし なし なし ○放牧事業【村単独】 ○畜産振興協議会活動事業 ○地域肉豚生産安定基金
助成事業 ・内容：放牧費助成 ・内容：協議会運営補助 【村単独】

定額補助 定額補助 ・農家拠出金 村1/2
・補助率：村単、定額 ・補助率：村単、定額 ・支出先：養豚組合
・支出先：酪農部 ・支出先：協議会 ○畜産振興奨励補助金

【村単独】定額補助
・支出先：畜産組合
○養豚生産基盤強化支援事
業
・県14％村19.3％
・支出先：養豚組合
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議案第４６号参考資料（その９）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

１１ 森林整備計画

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

(1)市町村森林 ・策定年月日 ・策定年月日 ・策定年月日 ・策定年月日 ・策定年月日 ・策定年月日
整備計画 平成14年3月29日 平成14年3月29日 平成14年4月1日 平成14年4月1日 平成14年3月29日 平成14年4月1日

・計画期間 ・計画期間 ・計画期間 ・計画期間 ・計画期間 ・計画期間
平成14年4月1日～ 平成14年4月1日～ 平成14年4月1日～ 平成14年4月1日～ 平成14年4月1日～ 平成14年4月1日～
平成24年3月31日 平成24年3月31日 平成24年3月31日 平成24年3月31日 平成24年3月31日 平成24年3月31日

・区域内森林面積 1,918ha ・区域内森林面積1,774 ha ・区域内森林面積 2,203ha ・区域内森林面積 2,209ha ・区域内森林面積 4,431ha ・区域内森林面積 224ha
・整備計画面積 ・整備計画面積 ・整備計画面積 ・整備計画面積 ・整備計画面積 ・整備計画面積
水土保全林 695ha 水土保全林 1,201ha 水土保全林 2,203ha 水土保全林 1,228ha 水土保全林 2,726ha 水土保全林 43ha
森林と人との共生林 森林と人との共生林 森林と人との共生林 森林と人との共生林 森林と人との共生林 森林と人との共生林

160ha 498ha ― ha 256ha 193ha 132ha
資源の循環利用林 185ha 資源の循環利用林 ― ha 資源の循環利用林 ― ha 資源の循環利用林 129ha 資源の循環利用林 345ha 資源の循環利用林 49ha

１２ 林業振興事業

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

(1)間伐促進事 ○市単間伐促進対策事業 ○県単間伐促進対策事業 ○村単間伐促進対策事業 ○村単間伐促進対策事業 なし なし
業 ・内容：間伐促進費補助 ・内容：間伐促進費補助 ・内容：間伐促進費補助 ・内容：間伐促進費補助

市2/10 県5/10・町2/10 村2/10 村2/10
・交付先：渋川地区森林組 ・交付先：渋川地区森林組 ・交付先：渋川地区森林組 ・交付先：渋川地区森林組

合 (730,400円 合 合 合）

(2)有害鳥獣駆 ○有害鳥獣駆除対策事業 ○有害鳥獣駆除対策事業 なし ○有害鳥獣駆除対策事業 なし ○有害鳥獣駆除対策事業
除対策補助事 ・内容：銃器駆除補助 ・内容：罠・銃器駆除補助 ・内容：銃器駆除補助 ・内容：電柵設置(鹿用)
業 県1/2 市1/5 県1/2 町1/2 ・交付先：鳥獣被害団体 県1/2 村1/2

(１４年度まで補助 定額 ○有害鳥獣駆除対策事業
１５年度から市事業） ・交付先：猟友会 ・内容：随時対応するため

年間定額村単独補
助

・交付先：北橘村猟友会

(3)森林整備担 ○森林整備担い手対策事業 ○森林整備担い手対策事業 ○森林整備担い手対策事業 ○森林整備担い手対策事業 ○森林整備担い手対策事業 なし
い手対策事業 ・内容：林業従事者の共済 ・内容：林業従事者の共済 ・内容：林業従事者の共済 ・内容：林業従事者の共済 ・内容：林業従事者の共済

掛金の一部助成 掛金の一部助成 掛金の一部助成 掛金の一部助成 掛金の一部助成
県1/2 市1/5 県1/2 町 1/10 県1/2 村1/10 県1/2 村1/5 県1/2 村1/5

・交付先：団体 ・交付先：団体 ・交付先：団体 ・交付先：林業組合 ・交付先：団体
○森林整備地域活動支援交 ○森林整備地域活動支援交 ・補助率：県、村(林業退
付金事業 付金事業 職金、共済掛金
・内容：森林整備の推進 ・内容：森林整備の推進 の一部補助)
国1/2 県1/4 市1/4 国1/2 県1/4 町1/4

・交付先：団体 ・交付先：団体

(4)林道整備事 ○林業作業道総合整備事業 ○林道作業道総合整備事業 ○林道作業道総合整備事業 ○林道作業道総合整備事業
業 ・内容：林内作業道路造成 ・内容：林内作業道路造成 ・内容：林内作業道路造成 ・内容：林内作業道路造成

一部補助 一部補助 一部補助 一部補助
県2/3 市1/5 県2/3 町1/10 県2/3 村1/10 県2/3 村1/10
渋川地区森林組合 渋川地区森林組合 渋川地区森林組合 渋川地区森林組合・交付先： ・交付先： ・交付先： ・交付先：

○県単林道整備事業 ○県単林道整備事業 ○県単林道整備事業 ○県単林道整備事業 ○県単林道整備事業
・内容：林道の開設・改良 ・内容：林道の開設・改良 ・内容：林道の開設・改良 ・内容：林道の開設・改良 ・内容：林道の開設・改良
・事業主体：市（地元） ・事業主体：町 ・事業主体：村 ・事業主体：村 ・事業主体：村
・補助率：県1/2 ・補助率：県1/2 ・補助率：県1/2 ・補助率：県1/2 ・補助率：県1/2
（償還助成あり） （償還助成あり）

認定路線 11 路線 認定路線 11 路線 認定路線 12 路線 認定路線 12 路線 認定路線 20 路線 認定路線 4 路線
延長 17,735 ｍ 延長 13,516 ｍ 延長 30,434 ｍ 延長 20,249 ｍ 延長 45,717 ｍ 延長 6,202 ｍ
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議案第４６号参考資料（その１０）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

(5)きのこ等 ○きのこ・山菜の里整備事 なし ○椎茸等栽培近代化促進事 ○きのこ振興対策事業補助 ○きのこ・山菜の里整備事 ○きのこ・山菜の里整備事
普及事業 業 業 金 業 業

・内容：機械施設費補助 ・要綱：なし ・内容：ほだ場ほだ木ｺﾝｸｰ ・内容：機械施設費補助 ・内容：菌床用棚他
県1/2 市1/10 ・補助金：事業費の20% ﾙ､品評会開催等の 県1/2 村1/10 県1/2 村1/10

・交付先：椎茸生産部 一部補助 ・交付先：椎茸組合 ・交付先：椎茸組合
・交付先：子持村しいたけ 【村単事業】

組合 ○しいたけ増産対策事業
・内容：種駒補助

村 定額
・交付先：椎茸組合
【県単事業】
○群馬のきのこ消費地交流
事業
・補助率：県100％

(6)森林病害虫 ○松くい虫防除対策事業 ○森林病害虫等防除事業 ○森林病害虫等防除事業 ○松くい虫防除対策事業 ○松くい虫防除対策事業 ○松くい虫防除対策事業
等防除対策 ・内容：伐倒駆除 ・内容：伐倒駆除 ・内容：予防散布・伐倒駆 ・内容：予防散布、伐倒駆
事業 ・内容：予防散布・伐倒駆 ・補助：県2/3 ・補助：県2/3 除 ・内容：予防散布・伐倒駆 除

除 ・事業主体：町(委託) ・事業主体：村(委託) ・事業主体：村（委託） 除 ・事業主体：村（委託）
・事業主体：市(委託) ・予防散布 県1/2村1/2 ・事業主体：村(委託) ・補助率：命令 県10/10

森林組合 ・伐倒駆除 命令 県10/10 森林組合 奨励 県3/4
・負担割合：命令 県10/10 ・補助率：命令 県10/10 県単 県2/3

奨励 県3/4 奨励 県3/4 予防 県1/2
県単 県2/3 県単 県1/2
予防 県1/2 予防 県1/2

・補助率：樹種転換 2/10
(樹種転換森林組合補助)

なし なし なし なし なし 【村単事業】
○松くい虫予防散布下草刈
り（作業道整備）
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議案第４６号参考資料（その１１）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

【関係法令】
○農業経営基盤強化促進法（抜粋）

○地方自治法（抜粋）
（目的）

（分担金） 第１条 この法律は、我が国農業が国民経済の発展と国民生活の安定に寄与していくた
第２２４条 普通地方公共団体は、政令で定める場合を除くほか、数人又は普通地方公 めには、効率的かつ安定的な農業経営を育成し、これらの農業経営が農業生産の相当
共団体の一部に対し利益のある事件に関し、その必要な費用に充てるため、当該事件 部分を担うような農業構造を確立することが重要であることにかんがみ、育成すべき
により特に利益を受ける者から、その利益の限度において、分担金を徴収することが 効率的かつ安定的な農業経営の目標を明らかにするとともに、その目標に向けて農業
できる。 経営の改善を計画的に進めようとする農業者に対する農用地の利用の集積、これらの

農業者の経営管理の合理化その他農業経営基盤の強化を促進するための措置を総合的
に講ずることにより、農業の健全な発展に寄与することを目的とする。

○農業振興地域の整備に関する法律（抜粋）
（農業経営基盤強化促進基本構想）

（目的） 第６条 市町村は、政令で定めるところにより、農業経営基盤の強化の促進に関する基
第１条 この法律は、自然的経済的社会的諸条件を考慮して総合的に農業の振興を図る 本的な構想（以下「基本構想」という ）を定めることができる。。
ことが必要であると認められる地域について、その地域の整備に関し必要な施策を計 第２項～第７項省略
画的に推進するための措置を講ずることにより、農業の健全な発展を図るとともに、
国土資源の合理的な利用に寄与することを目的とする。 （資金の貸付）

第１５条 農林漁業金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫は、認定農業者が認定計画に従
（農業振興地域整備基本方針の作成） って行う農業経営の改善が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて配慮す
第４条 都道府県知事は、基本方針に基づき、政令で定めるところにより、当該都道府 るものとする。
県における農業振興地域の指定及び農業振興地域整備計画の策定に関し農業振興地域
整備基本方針を定めるものとする。

○農業近代化資金助成法（抜粋）第２項～第７項省略

（市町村の定める農業振興地域整備計画） （目的）
第８条 都道県知事の指定した一の農業振興地域の区域の全部又は一部がその区域内に 第１条 この法律は、農業者等に対し農業協同組合その他の機関で農業関係の融資をそ
ある市町村は、政令で定めるところにより、その区域内にある農業振興地域について の業務とするものが行う長期かつ低利の施設資金等の融通を円滑にするため、国が、
農業振興地域整備計画を定めなければならない。 都道府県の行う利子補給等の措置に対して助成し、又は自ら利子補給を行う措置を講
第２項～第４項省略 ずることとし、もって農業者等の資本装備の高度化を図り、農業経営の近代化に資す

ることを目的とする。
（農業振興地域整備計画の基準）
第１０条 農業振興地域整備計画は、農業振興地域整備基本方針に適合するとともに第

○森林法４条第３項に規定する計画との調和が保たれたものであり、かつ、当該農業振興地域
の自然的経済的社会的諸条件を考慮して、当該農業振興地域において総合的に農業の
振興を図るため必要な事項を一体的に定めるものでなければならない。 （この法律の目的）
第２項～第５項省略 第１条 この法律は、森林計画、保安林その他の森林に関する基本的事項を定めて、森

林の保続培養と森林生産力の増進とを図り、もって国土の保全と国民経済の発展とに
資することを目的とする。

（市町村森林整備計画）
第１０条の５ 市町村は、その区域内にある地域森林計画の対象となっている民有林に
つき、五年ごとに、当該民有林の属する森林計画区に係る地域森林計画の始期をその
計画期間の始期とし、十年を一期とする市町村森林整備計画をたてなければならない。
ただし、地域森林計画の変更により新たにその区域内にある民有林が当該地域森林
計画の対象となった市町村にあっては、その最初にたてる市町村森林整備計画につい
ては当該地域森林計画の計画期間の終期をその計画期間の終期とし、当該市町村森林
整備計画に引き続く次の市町村森林整備計画については当該地域森林計画に引き続き
たてられる次の地域森林計画の計画期間の始期をその計画期間の始期として、たてな
ければならない。
第２項～第８項省略
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議案第４６号参考資料（その１２）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

１３ 先進地事例

篠 山 市 さ ぬ き 市 あ さ ぎ り 町

１ 農林業関係事業については、次のとおり実施 １ 農林水産関係事業については、次のとおり実 ○農業関係事業の取扱いについて
するものとする。 施するものとする １ 農業関係団体等については、次のとおり取り
① 国・県補助事業及び継続事業については、 ① 国・県補助事業及び継続事業については、 扱うものとする。
新町において引き続き実施する。 新市においても引き続き実施する。 ① 農業協同組合の統合については、それぞれ
② 町単独事業については 合併時に調整する ② 町単独事業及び災害復旧事業の受益者負担 の事情を尊重しながら、調整に努めるものと、 。
ただし、集落生産組合に対する助成制度は篠 割合については 合併時に調整する ただし する。、 。 、
山町の例によるものとし、農地の利用権設定 農業経営基盤強化資金利子助成事業及び農地 ② 上村ふるさと振興社は、新町に引き継ぎ、
にかかる助成制度は西紀町の例による。 流動化推進助成事業については、新市におい アグリサービス岡原は、組織の事情を勘案し
③ 災害復旧事業にかかる町単独補助及び受益 て実施する。 調整及び育成に努める。
者の負担割合については 篠山市の例による ２ 農林水産関係団体等については、次のとおり ③ 中球磨地区農業振興連絡協議会は、ＪＡと、 。

２ 農林業関係団体等については、次のとおり取 取り扱うものとする。 の調整を図りながら新町において新たに設置
扱うものとする。 ① 漁業協同組合については、新市との一体性 する。
① 農業協同組合、森林組合及び土地改良協議 を保つために、それぞれの事情を尊重しなが ④ 中球磨農業者年金受給者協議会及び岡原村
会の統合については、それぞれの事情を尊重 ら統合を含めて調整に努めるものとする。 農業者年金受給者協議会については、関係団
しながら調整に努める。 ② 転作関係団体及び農業経営者団体について 体との協議により新町において調整する。
② 農会長会については、合併時に統合する。 は現行のとおりとし、組織を新市に引き継ぐ ⑤ その他農業施策の推進を図るための協議会
③ 土地改良区及び水系協議会等については、 ものとする。ただし、将来の統合に向けて検 等組織については、新町において新たに設置
現行のとおりとする。 討ができるよう指導する。 する。
④ 農林業施策の推進を図るための協議会等組 ③ 土地改良区関係団体については、現行のと ２ 農業関係基金及び貸付金については、次のと
織については 新町において新たに設置する おりとする。 おり取り扱うものとする。、 。

３ 新生産調整推進対策については、合併時に調 ④ 農林水産業施策の推進を図るための協議会 ① 水田農業確立対策事業基金及び家畜導入事
整する。 等の組織については、新市において新たに設 業資金供給事業等基金については、合併まで
４ 農振農用地区域については、当面現行のとお 置する。 に関係町村で廃止する。
りとし、新町において作成する農業振興地域整 ３ 農振農用地区域については、現行のとおりと ② 中山間地域活性化推進基金については、上
備計画に基づき調整する。 し、新市において作成する農業振興地域整備計 村の例により新町に引き継ぐ。
５ 農林業関係基金については、合併時に合計額 画に基づき調整する。 ③ 上村土地改良区への貸付金制度は、所期の
をもって基金を設置する。 ４ 農業経営基盤促進対策事業については、引き 目的を達成したときに関係町村で廃止し、深

続き実施する ただし 当該事業の促進体制 組 田村畜産振興会への貸付金制度は、合併まで。 、 （
織等）については、新市において新たに確立す に関係町村で廃止する。
るものとし、マスタープランについては、新市 ３ 農業振興地域整備計画及び事業関連計画書に
で調整し新たに作成する。 ついては、当面現行のとおりとし、新町におい
５ 生産調整（転作）については、新市において て作成する計画に基づき調整する。
調整する。 ４ 水田農業経営確立対策については、次のとお
６ 林道・漁港については、現行のとおり新市に り取扱うものとする。
引き継ぐものとする。 ① 事業の推進については、合併時の対策に応
７ 林地開発については、合併時に調整する。 じた事業推進が図られるよう調整する。
８ 省略 ② 事業推進に係る助成金については、事業推

進上必要とされる場合は、合併時に助成制度
あ さ ぎ り 町 を新たに設ける。

５ 各種イベント及び都市交流については、イベ
ント等の持つ意味や周囲に与えている影響等を※１から

○林業水産業関係事業の取扱いについて 考慮し、新町において調整する。
① 林務関係事業については新町において決定 ６ 農業関係事業（政策補助金）の取扱いについ
する継続事業については新町に引き継ぐ。 て
② 中球磨森林組合については諸般の事情を勘 ① 国、県補助事業及び継続事業については、
案しながら現行のとおり新町に引き継ぐ。 新町においても引き続き実施する。
③ 林業構造改善事業補助金については、上村 ② 単独事業については、合併時に調整する。
の例による。 ただし、農業振興補助金交付規則及び要項に
林業振興補助金については、上村、深田村 ついては、上村の例により整理統合できる補

※１への例による。 助金は統合する方向で調整する。
④ 林道、治山工事受益者分担金及び林業構造
改善事業分収林設置事業分担金については、
上村の例による。
⑤ 省略
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議案第４６号参考資料（その１３）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-14 農林水産関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

南 ア ル プ ス 市 東 か が わ 市 か ほ く 市

１ 農林業振興の一体的取扱いについては、次の １ 農振農用地区域については、現行のとおりと １ 農業振興計画等については、新市において新
とおりとする。 し、新町において作成する農業振興地域整備計 たに策定する。ただし、新計画ができるまでの
① 若草町で実施している「転作特別奨励金」 画に基づき調整する。 間は、現行のとおり新市において取扱うものと
については、新市における転作面積の配分方 ２ 農業振興地域整備促進協議会は、新町におい する。
法と併せて検討する。 て新たに設置する。 ２ 農業経営基盤強化促進事業については、宇ノ
② 農振農用地区域については現行のとおり移 ３ 農業経営基盤促進対策事業については、引き 気町の例による。
行し、新市において策定する「農業振興地域 続き実施する。ただし、当事業の促進体制（組 ３ 農業近代化資金利子補給事業については、高
整備計画」と併せて調整する。 織等）については、新町において新たに確立す 松町の例による。
③ 農業経営基盤強化については、新市におい るものとし、マスタープランについては、新町 ４ 中山間地域等直接支払事業については、現行
て「農業経営基盤の強化の促進に関する基本 で調整し新たに作成する。 のとおり新市に引き継ぐものとする。
的な構想」及び「地域農業マスタープラン」 ４ 農業経営基盤強化資金利子助成事業及び農地 ５ 標準小作料については、新市において調整す
を策定する。また、継続的事業については、 流動化推進事業については、引田町の例により る。ただし、新市の標準小作料ができるまでの
新市に引き継ぐ。 実施する。 間は、現行のとおり新市において取扱うものと
④ 遊休農地保全対策については、新市におい ５ 中山間地域等支払制度は、新町において引き する。
て検討協議会等を設置して新たな施策を定め 続き実施する。 ６ 土地改良事業については、現行のとおり新市
る。 ６ 香川用水については、現行のとおり新町に引 に引き継ぐものとする。
⑤ 農業後継者育成資金の貸付については、当 き継ぐ。 ７ 農林関係事業負担率については、合併時に調
面有利な融資条件に合わせることとし、新市 ７ 生産調整（転作）の面積配分及び加工米につ 整する。
施行後、新たな基準を検討する。 いては、新町において調整する。 ８ 生産調整については、合併後新市において調
⑥ 森林整備計画については、地域の実情を踏 ８ 生産調整推進協議会は、新町において新たに 整する。
まえる中で、新市の計画を策定する。 設置する。 ９ 農道認定路線については、現行のとおり新市

２ 農林土木事業の取扱いについては、次のとお ９ 生産調整推進基本計画は、新町において作成 に引き継ぐものとする。
りとする。 する。 10 市町村森林整備計画については、新市におい
① 土地改良事業に係る単独補助については、 10 生産調整は、新町において調整する。 て新たに策定する。ただし新計画ができるまで
合併時に廃止し新市において新たに検討する 11 生産調整町単独助成事業は、事業廃止を前提 の間は、現行のとおり新市において取扱うもの。
② 土地改良事業の継続事業については、現行 に新町において調整する。 とする。
の補助率で新市に引継ぎ、新規事業の補助率 12 農業関係団体については 現行のとおりとし 11 林道認定路線については、現行のとおり新市、 、
は事業採択時に新市において調整する。 組織を新町に引き継ぐ。 に引き継ぐものとする。
③ 農道及び林道については、現状のまま新市 13 林務関係事業は、新町において引き続き実施 12 有害鳥獣駆除については、新市において調整
に引き継ぐ。 する。 する。
④農林基盤整備事業の受益者負担の取扱いにつ 14 単県造林事業については、白鳥町の例により 13 松くい虫防除事業については、現行のとおり
いては 継続事業は現行の負担率で引き継ぎ 新町において調整する。無立木地等緊急造成事 新市に引き継ぐ。ただし、町単独事業について、 、
新規事業は事業採択時に新市において調整す 業は、現行のとおり新町に引き継ぐ。 は、合併時に調整する。
る。 15 林務関係団体補助については、合併時に調整 14 アメリカシロヒトリ駆除については、合併時

する。 に調整する。
16 林道は、現行のとおり新町に引き継ぐ。 15 畜産施設環境改善事業については、宇ノ気町
17 林地開発は、新町において速やかに制度化を の例による。
図る。
18 畜産振興補助事業は、新町において引き続き
実施する。 東 か が わ 市
19 有害鳥獣駆除関係は、白鳥町の例により新町

※２からにおいて調整する。
20 土地改良事業については、新町において引き 23 農道は現行のとおり新町に引き継ぐ。
続き実施する。 24 町単独補助事業は、合併時に廃止し、新町に
21 土地改良補助制度の継続事業は、現行の補助 おいて検討する。
率で新町に引き継ぐ。新規事業は、事業採択時 以下省略
に新町において調整する。ただし、単独県費土
地改良事業補助事業は、引田町の例により新町
において調整する。
22 継続して行う土地改良事業の受益者負担割合
については、現行の負担率で新町に引き継ぐ。
新規事業は、事業採択時に新町において調整す
。 、 、る ただし 単独県費土地改良事業補助事業は
引田町の例により新町において調整する。
※２へ


